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第３次三重県男女共同参画基本計画第一期実施計画で設定している基本施策の指

標等や参考データの推移、男女共同参画施策に関する県政レポートの抜粋等を掲載

しています。 

なお、資料出所にある課名は、令和５年度の名称となっています。 



  



【
基
本
方
向
】
Ⅰ
 
職
業
生
活
に
お
け
る
女
性
活
躍
の
推
進

【
基
本
施
策
】
Ⅰ
－
Ⅰ
 
雇
用
等
に
お
け
る
女
性
活
躍
の
推
進

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

3
1
0
団

体
3
6
6
団

体
4
0
1
団

体
4
0
6
団

体
（
令

和
５
年

度
）

3
9
7
団

体
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
「
女

性
の

職
業

生
活

に
お

け
る

活
躍

の
推

進
に

関
す

る
法

律
」

に
規

定
す

る
事

業
主

行
動

計
画

等
を

策
定

す
る

、
常

時
雇

用
労

働
者

数
1
0
0
人

以
下

の
団

体
数

3
1
0
団

体
3
6
6
団

体
4
0
1
団

体
4
0
6
団

体
（
令

和
５
年

度
）

3
9
7
団

体
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

1
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
「
働

く
場

の
女

性
リ
ー

ダ
ー

養
成

講
座

」
の

受
講

者
数

（
５
年

間
の

累
計

）
ー

1
3
人

2
2
人

6
0
人

5
0
人

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ

2
長

時
間

労
働

対
策

に
取

り
組

ん
で

い
る

県
内

事
業

所
の

割
合

9
3
.6

%
9
2
.1

%
9
3
.7

%
9
3
.1

%
9
5
.0

%
雇

用
経

済
部

障
が

い
者

雇
用

・
就

労
促

進
課

調
べ

2
年

次
有

給
休

暇
の

取
得

促
進

に
取

り
組

ん
で

い
る

県
内

事
業

所
の

割
合

9
3
.5

%
9
5
.0

%
9
5
.3

%
9
4
.9

%
9
5
.0

%
雇

用
経

済
部

障
が

い
者

雇
用

・
就

労
促

進
課

調
べ

3
多

様
な

就
労

形
態

を
導

入
し

て
い

る
県

内
事

業
所

の
割

合
7
7
.9

%
8
0
.7

%
8
6
.1

%
8
7
.4

%
（
令

和
５
年

度
）

8
1
.4

%
雇

用
経

済
部

障
が

い
者

雇
用

・
就

労
促

進
課

調
べ

4
お

し
ご

と
広

場
み

え
に

お
け

る
女

性
（
学

生
除

く
）
の

就
職

率
5
7
.0

%
5
6
.8

%
6
0
.8

%
5
7
.9

%
6
3
.0

%
雇

用
経

済
部

雇
用

対
策

課
調

べ

【
基
本
施
策
】
Ⅰ
－
Ⅱ
　
自
営
業
に
お
け
る
女
性
活
躍
の
推
進

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

　

8
2
.8

%
8
6
.2

%
8
6
.2

%
8
6
.2

%
1
0
0
%

農
林

水
産

部
担

い
手

支
援

課
調

べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
女

性
委

員
が

任
命

さ
れ

て
い

る
農

業
委

員
会

の
割

合
8
2
.8

%
8
6
.2

%
8
6
.2

%
8
6
.2

%
1
0
0
%

農
林

水
産

部
担

い
手

支
援

課
調

べ

2
農

村
・
漁

村
女

性
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
等

へ
の

研
修

会
開

催
数

2
2
回

1
6
回

7
回

2
2
回

2
5
回

農
林

水
産

部
担

い
手

支
援

課
、

水
産

振
興

課
調

べ

2
Ｇ

Ａ
Ｐ

の
認

証
取

得
・
実

践
数

7
8
件

9
8
件

1
2
4
件

1
2
5
件

1
5
0
件

農
林

水
産

部
担

い
手

支
援

課
調

べ

3
支

援
を

行
っ

た
女

性
起

業
家

等
の

数
（
５
年

間
の

累
計

）
ー

1
2
人

1
7
人

７
人

5
0
人

雇
用

経
済

部
産

業
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

推
進

課
、

地
域

連
携

・
交

通
部

競
技

力
向

上
対

策
課

調
べ

女
性

委
員

が
任

命
さ

れ
て

い
る

農
業

委
員

会
の

割
合

基
本

施
策

の
指

標

「
女

性
の

職
業

生
活

に
お

け
る

活
躍

の
推

進
に

関
す

る
法

律
」
に

規
定

す
る

事
業

主
行

動
計

画
等

を
策

定
す

る
、

常
時

雇
用

労
働

者
数

1
0
0
人

以
下

の
団

体
数

１　目標値

基
本

施
策

の
指

標

63



【
基
本
施
策
】
Ⅰ
－
Ⅲ
　
仕
事
と
子
育
て
・
介
護
が
両
立
で
き
る
環
境
整
備
の
推
進

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
0
9
人

8
1
人

5
0
人

6
4
人

0
人

子
ど

も
・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
保

育
所

等
の

待
機

児
童

数
1
0
9
人

8
1
人

5
0
人

6
4
人

0
人

子
ど

も
・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

1
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

待
機

児
童

数
5
5
人

6
6
人

2
8
人

5
2
人

0
人

子
ど

も
・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

2
男

性
の

育
児

休
業

取
得

率
7
.6

%
9
.4

%
1
2
.9

%
9
.4

%
（
令

和
６
年

度
）

1
3
.0

%
子

ど
も

・
福

祉
部

少
子

化
対

策
課

調
べ

3
介

護
度

が
重

度
で

在
宅

の
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
入

所
待

機
者

数
1
7
8
人

2
5
9
人

1
7
8
人

9
6
人

（
令

和
５
年

度
）

0
人

医
療

保
健

部
長

寿
介

護
課

調
べ

3
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

施
設

整
備

定
員

数
（
累

計
）

1
0
,5

8
6
床

1
0
,7

9
5
床

1
0
,8

0
3
床

1
0
,8

8
2
床

（
令

和
５
年

度
）

1
0
,9

9
8
床

医
療

保
健

部
長

寿
介

護
課

調
べ

【
基
本
方
向
】
Ⅱ
　
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
た
め
の
基
盤
の
整
備

【
基
本
施
策
】
Ⅱ
－
Ⅰ
　
政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
男
女
共
同
参
画
の
推
進

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

2
8
.1

%
2
8
.0

%
2
8
.4

%
2
8
.5

%
3
1
.2

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
県

の
審

議
会

等
に

お
け

る
女

性
委

員
の

割
合

3
1
.9

%
3
2
.0

%
3
2
.6

%
3
3
.1

%
4
0
.0

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

1
県

の
審

議
会

等
の

う
ち

女
性

委
員

の
割

合
が

委
員

総
数

の
4
0
％

以
上

6
0
％

以
下

と
な

る
審

議
会

等
の

割
合

6
3
.6

%
6
5
.7

%
6
3
.0

%
6
4
.0

%
7
0
.7

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

2
管

理
職

に
占

め
る

女
性

職
員

の
割

合
（
H
3
1
.4

.1
）

1
0
.9

％
(R

2
.4

.1
)

1
1
.0

%
(R

3
.4

.1
)

1
2
.1

%
(R

4
.4

.1
)

1
3
.6

%
(R

7
.4

.1
)

1
6
.0

%
総

務
部

人
事

課
調

べ
（
教

員
お

よ
び

警
察

職
員

を
除

く
）

2
課

長
補

佐
、

班
長

、
地

域
機

関
の

課
長

等
に

占
め

る
女

性
職

員
の

割
合

ー
(R

2
.4

.1
)

1
3
.9

%
(R

3
.4

.1
)

1
4
.4

%
(R

4
.4

.1
)

1
5
.5

%
(R

7
.4

.1
)

2
6
.0

%
総

務
部

人
事

課
調

べ
（
教

員
お

よ
び

警
察

職
員

を
除

く
）

3
市

町
の

審
議

会
等

に
お

け
る

女
性

委
員

の
割

合
2
7
.6

%
2
7
.4

%
2
7
.8

%
2
7
.9

%
3
0
.0

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

県
・
市

町
の

審
議

会
等

に
お

け
る

女
性

委
員

の
割

合

保
育

所
等

の
待

機
児

童
数

１　目標値

基
本

施
策

の
指

標

基
本

施
策

の
指

標
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【
基
本
施
策
】
Ⅱ
－
Ⅱ
　
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
意
識
の
普
及
と
教
育
の
推
進

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

2
3
.3

%
2
2
.1

%
1
8
.9

%
2
0
.7

%
（
令

和
５
年

度
）

2
0
.1

%

み
え

県
民

意
識

調
査

（
令

和
元

年
度

は
男

女
共

同
参

画
に

関
す

る
県

民
意

識
と

生
活

基
礎

調
査

、
令

和
４
年

度
は

三
重

県
IT

広
聴

事
業

e
-
モ

ニ
タ

ー
調

査
）

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
性

別
に

よ
る

固
定

的
な

役
割

分
担

意
識

を
持

つ
県

民
の

割
合

2
3
.3

%
2
2
.1

%
1
8
.9

%
2
0
.7

%
（
令

和
５
年

度
）

2
0
.1

%

み
え

県
民

意
識

調
査

（
令

和
元

年
度

は
男

女
共

同
参

画
に

関
す

る
県

民
意

識
と

生
活

基
礎

調
査

、
令

和
４
年

度
は

三
重

県
IT

広
聴

事
業

e
-
モ

ニ
タ

ー
調

査
）

1
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
開

催
事

業
の

参
加

者
の

満
足

度
（
H
2
7
～

R
1
の

平
均

値
）
7
8
.8

%
8
2
.4

%
8
1
.5

%
8
8
.5

%
8
1
.0

%
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
調

べ

2
男

女
共

同
参

画
に

関
す

る
校

内
研

修
を

実
施

し
た

学
校

の
割

合
8
0
.3

%
8
4
.0

%
8
6
.9

%
8
8
.0

%
8
5
.3

%
教

育
委

員
会

事
務

局
小

中
学

校
教

育
課

調
べ

2
３
年

の
間

に
性

の
多

様
性

に
関

す
る

教
育

を
実

施
す

る
県

立
学

校
の

割
合

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

教
育

委
員

会
事

務
局

人
権

教
育

課
調

べ

　

2
県

立
高

等
学

校
に

お
い

て
ラ

イ
フ

プ
ラ

ン
教

育
に

関
す

る
取

組
を

実
施

し
た

割
合

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

教
育

委
員

会
事

務
局

高
校

教
育

課
調

べ

3
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
「
地

域
リ
ー

ダ
ー

養
成

講
座

」
の

受
講

者
数

（
５
年

間
の

累
計

）
ー

1
2
人

1
8
人

1
2
人

5
0
人

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ

【
基
本
方
向
】
Ⅲ
　
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
実
現

【
基
本
施
策
】
Ⅲ
－
Ⅰ
　
多
様
な
主
体
の
参
画
・
活
躍
に
向
け
た
支
援
と
環
境
の
整
備

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

ー
1
8
市

町
2
2
市

町
2
6
市

町
2
9
市

町
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

等
に

お
い

て
地

域
で

自
立

し
た

生
活

を
し

て
い

る
障

が
い

者
数

1
,6

4
4
人

1
,7

5
7
人

1
,9

4
3
人

2
,1

5
9
人

（
令

和
５
年

度
）

2
,1

2
8
人

子
ど

も
・
福

祉
部

障
が

い
福

祉
課

調
べ

1
自

立
相

談
支

援
機

関
の

面
談

・
訪

問
・
同

行
支

援
の

延
べ

件
数

（
平

成
3
0
年

度
）

8
,7

3
6
件

（
令

和
２
年

度
）

1
6
,2

4
2
件

（
令

和
３
年

度
）

1
5
,6

8
9
件

（
令

和
４
年

度
）

1
2
,4

2
4
件

（
令

和
５
年

度
）

1
0
,4

2
6
件

子
ど

も
・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

2
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

講
座

等
の

受
講

後
に

、
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

推
進

に
取

り
組

む
意

向
を

示
し

た
受

講
者

の
割

合
8
9
.0

%
9
7
.8

%
9
8
.9

%
9
4
.1

%
1
0
0
%

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

2
多

文
化

共
生

の
社

会
に

な
っ

て
い

る
と

感
じ

る
県

民
の

割
合

3
0
.3

%
3
2
.1

%
3
3
.9

%
3
7
.9

%
（
令

和
５
年

度
）

3
7
.3

%
み

え
県

民
意

識
調

査
（
令

和
４
年

度
は

三
重

県
IT

広
聴

事
業

e
-
モ

ニ
タ

ー
調

査
）

2
性

の
多

様
性

に
関

す
る

取
組

方
針

を
も

と
に

施
策

を
推

進
す

る
市

町
数

ー
1
8
市

町
2
2
市

町
2
6
市

町
2
9
市

町
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

3
女

性
防

災
人

材
の

育
成

人
数

（
累

計
）

4
2
5
人

4
2
5
人

4
6
7
人

5
0
8
人

5
0
0
人

防
災

対
策

部
地

域
防

災
推

進
課

基
本

施
策

の
指

標

性
別

に
よ

る
固

定
的

な
役

割
分

担
意

識
を

持
つ

県
民

の
割

合

性
の

多
様

性
に

関
す

る
取

組
方

針
を

も
と

に
施

策
を

推
進

す
る

市
町

数

基
本

施
策

の
指

標
１　目標値
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【
基
本
施
策
】
Ⅲ
－
Ⅱ
　
家
庭
・
地
域
に
お
け
る
活
動
の
推
進
と
健
康
の
支
援

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

4
.5

%
4
.9

%
5
.3

%
5
.8

%
8
.0

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
出

前
講

座
等

に
よ

る
研

修
等

支
援

回
数

1
4
1
回

5
4
回

8
6
回

9
8
回

1
0
0
回

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ

1
自

治
会

長
の

女
性

割
合

4
.5

%
4
.9

%
5
.3

%
5
.8

%
8
.0

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

2
健

康
寿

命
（
平

成
3
0
年

）
男

7
8
.7

歳
、

女
8
1
.1

歳

（
令

和
元

年
）

男
7
8
.8

歳
、

女
8
1
.5

歳

（
令

和
２
年

）
男

7
8
.8

歳
、

女
8
1
.2

歳

（
令

和
３
年

）
男

7
9
.0

歳
、

女
8
1
.3

歳

（
令

和
４
年

）
男

7
9
.6

歳
、

女
8
1
.4

歳
医

療
保

健
部

健
康

推
進

課
調

べ

2
が

ん
検

診
受

診
率

（
乳

が
ん

、
子

宮
頸

が
ん

、
大

腸
が

ん
）

（
平

成
3
0
年

度
）

乳
が

ん
4
0
.0

%
子

宮
頸

が
ん

4
3
.4

%
大

腸
が

ん
2
5
.1

%

(令
和

元
年

度
)

乳
が

ん
4
0
.8

%
子

宮
頸

が
ん

4
4
.3

%
大

腸
が

ん
2
4
.0

%

(令
和

２
年

度
)

乳
が

ん
3
8
.3

%
子

宮
頸

が
ん

4
2
.2

%
大

腸
が

ん
2
1
.7

%

(令
和

３
年

度
)

乳
が

ん
3
6
.5

%
子

宮
頸

が
ん

4
1
.3

%
大

腸
が

ん
2
1
.8

%

（
令

和
４
年

度
）

乳
が

ん
5
5
.0

%
子

宮
頸

が
ん

5
5
.0

%
大

腸
が

ん
5
0
.0

%

医
療

保
健

部
医

療
政

策
課

調
べ

3
産

婦
健

診
・
産

後
ケ

ア
を

実
施

し
て

い
る

市
町

1
9
市

町
2
4
市

町
2
7
市

町
2
9
市

町
2
9
市

町
子

ど
も

・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

【
基
本
施
策
】
Ⅲ
－
Ⅲ
　
男
女
共
同
参
画
を
阻
害
す
る
暴
力
等
に
対
す
る
取
組

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

9
.4

%
1
6
.0

%
1
5
.8

%
1
7
.2

%
（
令

和
５
年

度
）

3
0
.0

%
環

境
生

活
部

く
ら

し
・
交

通
安

全
課

調
べ

施
策

の
方

向
施

策
の

方
向

の
目

標
項

目
令

和
元

年
度

令
和

2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
4
年

度
目

標
（
令

和
7
年

度
）

出
所

1
犯

罪
被

害
者

等
支

援
施

策
集

を
作

成
し

た
市

町
数

２
市

町
７
市

町
1
3
市

町
1
7
市

町
2
9
市

町
環

境
生

活
部

く
ら

し
・
交

通
安

全
課

調
べ

2
Ｄ

Ｖ
被

害
を

受
け

た
人

の
う

ち
相

談
し

た
人

の
割

合
4
4
.7

%
ー

ー
ー

5
0
.8

%
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

3
「
み

え
性

暴
力

被
害

者
支

援
セ

ン
タ

ー
　

よ
り
こ

」
の

認
知

度
9
.4

%
1
6
.0

%
1
5
.8

%
1
7
.2

%
（
令

和
５
年

度
）

3
0
.0

%
環

境
生

活
部

く
ら

し
・
交

通
安

全
課

調
べ

（
注

釈
）
目

標
数

値
は

、
第

３
次

三
重

県
男

女
共

同
参

画
基

本
計

画
第

一
期

実
施

計
画

の
策

定
時

に
設

定
し

た
数

値
で

す
。

「
み

え
性

暴
力

被
害

者
支

援
セ

ン
タ

ー
　

よ
り
こ

」
の

認
知

度

自
治

会
長

の
女

性
割

合

１　目標値
基

本
施

策
の

指
標

基
本

施
策

の
指

標
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【
基

本
方

向
】

Ⅰ
 
職

業
生

活
に

お
け

る
女

性
活

躍
の

推
進

【
基

本
施

策
】

Ⅰ
－

Ⅰ
 
雇

用
等

に
お

け
る

女
性

活
躍

の
推

進

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

所
定

内
給

与
額

男
3
2
4
千

円
女

2
3
6
千

円
男

3
2
7
千

円
女

2
3
1
千

円
男

3
2
9
千

円
女

2
3
4
千

円
男

3
2
4
千

円
女

2
3
9
千

円
厚

生
労

働
省

「
賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査
」

平
均

勤
続

年
数

男
1
4
.6

年
女

1
0
.0

年
男

1
4
.1

年
女

9
.1

年
男

1
4
.3

年
女

1
0
.0

年
男

1
3
.9

年
女

9
.3

年
厚

生
労

働
省

「
賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査
」

女
性

の
大

活
躍

推
進

三
重

県
会

議
会

員
・
企

業
団

体
数

5
0
7
件

5
2
6
件

5
5
0
件

5
7
6
団

体
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

管
理

的
職

業
従

事
者

（
管

理
職

）
に

占
め

る
女

性
の

割
合

（
平

成
2
9
年

）
1
4
.9

％
ー

ー
1
5
.6

%
総

務
省

「
就

業
構

造
基

本
調

査
」

管
理

職
等

に
占

め
る

女
性

の
割

合
（
役

員
を

除
く
）

1
2
.0

%
1
6
.7

%
1
1
.6

%
1
3
.9

%
雇

用
経

済
部

障
が

い
者

雇
用

・
就

労
促

進
課

調
べ

パ
ワ

ー
・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
相

談
件

数
－

3
2
3
件

6
2
5
件

6
3
4
件

三
重

労
働

局
調

べ

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
相

談
件

数
1
4
3
件

1
0
4
件

8
5
件

7
3
件

三
重

労
働

局
調

べ

県
が

実
施

す
る

公
共

職
業

訓
練

へ
の

入
校

者
数

（
R
2
.3

.3
1
）

6
5
6
人

（
女

4
8
5
）

（
R
3
.3

.3
1
）

6
8
2
人

（
女

4
8
3
）

（
R
4
.3

.3
1
）

6
4
9
人

(女
4
6
6
)

（
R
5
.3

.3
1
）

6
3
8
人

(女
4
5
3
)

雇
用

経
済

部
雇

用
対

策
課

調
べ

【
基

本
施

策
】

Ⅰ
－

Ⅱ
　

自
営

業
に

お
け

る
女

性
活

躍
の

推
進

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

新
規

就
農

（
業

）
数

1
5
9
人

1
4
7
人

1
6
5
人

1
4
1
名

農
林

水
産

部
担

い
手

支
援

課
調

べ

農
業

就
業

人
口

（
販

売
農

家
）

（
平

成
2
7
年

度
）

3
4
,0

0
2
人

（
女

1
5
,9

7
4
）

ー
ー

ー
農

林
水

産
部

担
い

手
支

援
課

調
べ

（
農

林
水

産
省

「
農

（
林

）
業

セ
ン

サ
ス

結
果

」
）

農
業

協
同

組
合

個
人

正
組

合
員

数
（
女

性
割

合
）

2
0
.7

%
2
1
.4

%
2
2
.1

%
2
2
.7

%
農

林
水

産
部

担
い

手
支

援
課

調
べ

漁
業

協
同

組
合

正
組

合
員

数
（
女

性
割

合
）

（
平

成
3
0
年

度
）

8
.6

%
（
令

和
元

年
度

）
8
.8

%
（
令

和
2
年

度
）

7
.7

%
（
令

和
3
年

度
）

9
.2

%
農

林
水

産
部

水
産

振
興

課
調

べ
(水

産
庁

「
水

産
業

協
同

組
合

統
計

表
」
）

森
林

組
合

正
組

合
員

数
（
女

性
割

合
）

（
平

成
3
0
年

度
）

1
0
.0

%
（
令

和
元

年
度

）
1
0
.1

%
（
令

和
2
年

度
）

1
0
.5

%
（
令

和
3
年

度
）

1
0
.6

%
農

林
水

産
部

森
林

・
林

業
経

営
課

調
べ

（
林

野
庁

「
森

林
組

合
一

斉
調

査
」
）

農
業

大
学

校
在

学
生

数
4
4
人

（
女

9
）

5
4
人

（
女

9
）

5
7
人

（
女

1
2
）

6
2
人

（
女

1
6
）

農
林

水
産

部
担

い
手

支
援

課
調

べ

家
族

経
営

協
定

締
結

農
家

数
3
9
9
戸

4
0
9
戸

4
0
9
戸

公
表

前
農

林
水

産
部

担
い

手
支

援
課

調
べ

酪
農

ヘ
ル

パ
ー

利
用

酪
農

家
率

5
5
.6

%
6
0
.6

%
6
6
.4

%
5
3
.8

%
農

林
水

産
部

畜
産

課
調

べ

２　参考データ
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【
基

本
施

策
】

Ⅰ
－

Ⅲ
　

仕
事

と
子

育
て

・
介

護
が

両
立

で
き

る
環

境
整

備
の

推
進

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
数

4
8
施

設
5
4
施

設
5
7
施

設
6
8
施

設
子

ど
も

・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

保
育

所
（
認

可
）
数

・
定

員
（
保

育
所

型
認

定
こ

ど
も

園
含

む
）

3
8
3
か

所
4
0
,1

9
6
人

3
7
5
か

所
3
9
,5

9
4
人

3
7
0
か

所
3
9
,4

4
9
人

3
6
0
か

所
3
,8

7
4
7
人

子
ど

も
・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

延
長

保
育

実
施

保
育

所
数

2
6
7
か

所
2
7
6
か

所
2
4
9
か

所
公

表
前

厚
生

労
働

省
「
延

長
保

育
等

の
実

施
状

況
等

調
査

」

病
児

・
病

後
児

保
育

実
施

市
町

数
（
広

域
利

用
、

ﾌ
ｧ
ﾐ
ﾘｰ

･ｻ
ﾎ

ﾟｰ
ﾄ･

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

対
応

を
含

む
）

2
5
市

町
2
5
市

町
2
5
市

町
2
5
市

町
子

ど
も

・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

一
時

預
か

り
事

業
を

実
施

す
る

保
育

所
・
認

定
こ

ど
も

園
等

数
（
市

町
数

）
補

助
実

績
1
1
9
か

所
2
1
市

町
補

助
実

績
1
2
0
か

所
2
0
市

町
補

助
実

績
1
2
3
か

所
2
0
市

町
補

助
実

績
1
2
9
か

所
2
1
市

町
子

ど
も

・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

小
学

校
区

に
お

け
る

放
課

後
児

童
対

策
（
児

童
ク

ラ
ブ

、
子

ど
も

教
室

）
の

実
施

率
3
3
1
校

区
9
5
.1

％
3
3
2
校

区
9
6
.0

%
3
3
1
校

区
9
6
.5

%
3
3
1
校

区
9
6
.8

%
子

ど
も

・
福

祉
部

子
ど

も
の

育
ち

支
援

課
調

べ

家
事

・
育

児
時

間
（
６
歳

未
満

の
子

ど
も

が
い

る
世

帯
）

（
平

成
2
8
年

）
夫

6
6
分

、
妻

3
9
8
分

ー
（
令

和
３
年

）
夫

8
9
分

、
妻

4
8
9
分

ー
総

務
省

「
社

会
生

活
基

本
調

査
」

高
齢

者
夫

婦
の

み
の

世
帯

数
（
平

成
2
7
年

）
8
2
,3

2
3
世

帯
（
令

和
２
年

）
9
0
,7

5
8
世

帯
ー

ー
総

務
省

「
国

勢
調

査
」

高
齢

者
単

身
世

帯
数

（
平

成
2
7
年

）
7
7
,5

4
4
世

帯
（
女

5
4
,1

3
2
）

（
令

和
２
年

）
8
8
,3

5
4
世

帯
（
女

5
9
,6

8
1
）

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

高
齢

者
の

人
数

と
割

合
（
平

成
2
7
年

）
5
0
1
,0

4
6
人

　
2
7
.6

%
（
女

2
8
2
,6

5
8
）

（
令

和
２
年

）
5
2
2
,0

7
3
人

　
3
0
.2

%
（
女

2
9
3
,8

2
3
）

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

高
齢

者
の

い
る

世
帯

数
と

割
合

（
平

成
2
7
年

）
3
1
9
,3

0
9
世

帯
4
4
.4

%

（
令

和
２
年

）
3
2
8
,7

3
8
世

帯
4
4
.4

%
ー

ー
総

務
省

「
国

勢
調

査
」

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
（
広

域
型

）
お

よ
び

介
護

老
人

保
健

施
設

整
備

定
員

数
（
累

計
）

1
6
,3

0
5
床

1
6
,4

4
6
床

1
6
,4

4
6
床

1
6
,5

0
6
床

医
療

保
健

部
長

寿
介

護
課

調
べ

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

数
（
累

計
）

1
9
8
,6

4
4
人

2
0
7
,0

4
7
人

2
1
5
,5

8
1
人

2
2
9
,3

4
6
人

医
療

保
健

部
長

寿
介

護
課

調
べ

主
任

ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ

ー
登

録
数

1
,4

2
2
人

1
,5

0
0
人

1
,4

3
8
人

1
,3

0
6
人

医
療

保
健

部
長

寿
介

護
課

調
べ

２　参考データ

68



【
基

本
方

向
】

Ⅱ
　

男
女

共
同

参
画

を
推

進
す

る
た

め
の

基
盤

の
整

備

【
基

本
施

策
】

Ⅱ
－

Ⅰ
　

政
策

・
方

針
決

定
過

程
へ

の
男

女
共

同
参

画
の

推
進

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

女
性

委
員

が
選

任
さ

れ
て

い
な

い
県

の
審

議
会

等
の

数
5
機

関
3
機

関
0
機

関
1
機

関
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

県
行

政
委

員
会

委
員

数
6
7
人

（
女

1
7
）

6
7
人

（
女

1
7
）

6
7
人

（
女

1
6
）

6
7
人

（
女

1
6
）

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

県
職

員
採

用
者

数
1
1
4
人

（
女

3
5
）

1
1
6
人

（
女

4
8
）

1
6
7
人

（
女

7
0
）

1
7
2
人

（
女

7
5
人

）
総

務
部

人
事

課
調

べ

県
職

員
職

員
数

（
知

事
部

局
）

4
,4

0
4
人

（
女

1
,1

2
3
）

4
,3

7
0
人

（
女

1
,1

3
6
）

4
,4

6
3
人

（
女

1
,1

8
0
）

4
,4

4
2
人

（
女

1
,2

1
0
）

総
務

部
人

事
課

調
べ

県
教

員
採

用
者

数
　

小
学

校
1
8
6
人

（
女

1
0
1
）

2
3
4
人

（
女

1
3
3
）

2
1
9
人

（
女

1
2
6
）

2
7
7
人

（
女

1
6
9
）

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
中

学
校

7
9
人

（
女

3
5
）

1
1
2
人

（
女

3
9
）

1
1
9
人

（
女

4
3
）

1
2
5
人

（
女

4
9
）

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
県

立
学

校
6
3
人

（
女

2
9
）

8
0
人

（
女

4
4
）

5
6
人

（
女

2
4
）

7
1
人

（
女

3
6
）

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

小
学

校
　

教
員

数
5
,3

9
6
人

（
女

3
,2

7
5
）

5
,3

6
6
人

（
女

3
,2

5
6
）

5
,3

3
1
人

（
女

3
,2

5
6
）

5
,3

5
7
人

（
女

3
,2

7
6
）

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

　
　
　

　
　

管
理

職
の

女
性

割
合

2
8
.2

％
（
女

1
9
9
人

）
2
9
.5

%
（
女

2
0
8
人

）
3
1
.8

%
（
女

2
2
1
人

）
3
3
.8

%
（
女

2
3
6
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ

中
学

校
  

教
員

数
2
,9

1
3
人

（
女

1
,2

0
3
）

2
,8

4
8
人

（
女

1
,1

8
4
）

2
,8

4
2
人

（
女

1
,1

8
3
）

2
,8

3
4
人

（
女

1
,1

8
5
）

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

  
　
　

　
　

管
理

職
の

女
性

割
合

8
.3

％
（
女

2
5
人

）
1
1
.4

%
（
女

3
4
人

）
1
3
.0

%
（
女

3
9
人

）
1
4
.8

%
（
女

4
4
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ

県
立

学
校

  
教

員
数

3
,3

5
7
人

（
女

1
,2

9
5
）

3
,3

1
3
人

（
女

1
,3

0
7
）

3
,2

5
1
人

（
女

1
,3

1
0
）

3
,1

8
8
人

（
女

1
,3

0
1
）

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

  
　
　

　
　

　
　

管
理

職
の

女
性

割
合

1
2
.5

％
（
女

2
1
人

）
1
3
.2

%
（
女

2
2
人

）
1
5
.5

%
（
女

2
6
人

）
1
6
.2

%
（
女

2
7
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ

県
教

育
委

員
会

  
職

員
数

2
6
0
人

（
女

6
2
）

2
6
1
人

（
女

7
2
人

）
2
6
1
人

（
女

7
1
人

）
2
6
3
人

（
女

7
6
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ

  
　
　

　
　

　
　

　
　

　
管

理
職

の
女

性
割

合
1
3
.9

％
（
女

5
人

）
2
0
.0

%
（
女

7
人

）
2
5
.7

％
（
女

9
人

）
1
9
.4

％
（
女

7
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ

県
立

学
校

  
事

務
職

員
数

（
司

書
除

く
）

2
6
7
人

（
女

1
0
3
）

2
6
4
人

（
女

1
0
1
人

）
2
5
7
人

（
女

1
0
6
人

）
2
6
3
人

（
女

1
2
5
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ

 　
　

　
　
　

　
 管

理
職

の
女

性
割

合
1
7
.1

％
（
女

1
2
人

）
2
0
.0

%
（
女

1
4
人

）
2
5
.7

%
（
1
8
人

）
3
1
.4

%
（
2
2
人

）
教

育
委

員
会

事
務

局
教

職
員

課
調

べ
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項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

県
議

会
議

員
数

5
1
人

（
女

6
）

5
0
人

（
女

6
）

4
9
人

（
女

5
）

4
9
人

（
女

5
）

議
会

事
務

局
調

べ

市
町

議
会

議
員

数
5
0
7
人

（
女

7
9
）

5
0
2
人

（
女

7
8
）

4
9
1
人

（
女

8
4
）

4
8
3
人

（
女

8
9
）

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

市
町

行
政

委
員

会
委

員
数

1
,0

1
2
人

（
女

1
6
4
）

1
,0

2
1
人

（
女

1
6
6
）

1
,0

2
1
人

（
女

1
7
5
）

1
,0

0
9
人

（
女

1
7
6
）

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

市
町

の
管

理
職

に
占

め
る

女
性

の
割

合
1
8
.7

％
（
女

4
5
2
人

）
1
9
.8

%
（
女

4
8
1
）

2
0
.6

%
（
女

5
0
4
）

2
1
.7

%
（
女

5
2
5
）

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

民
生

委
員

数
4
,0

6
5
人

（
女

2
,4

3
9
）

4
,0

8
2
人

（
女

2
,4

5
0
）

4
,0

8
3
人

（
女

2
,4

5
5
）

4
,0

0
6
人

(女
2
,4

5
4
)

子
ど

も
・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

【
基

本
施

策
】

Ⅱ
－

Ⅱ
　

男
女

共
同

参
画

に
関

す
る

意
識

の
普

及
と

教
育

の
推

進

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

メ
デ

ィ
ア

へ
の

情
報

提
供

数
7
8
件

8
2
件

5
8
件

6
5
件

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

開
催

事
業

の
参

加
者

数
　

2
0
,2

2
5
人

7
,6

9
5
人

1
3
,0

0
7
人

1
2
,4

3
0
人

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ

人
権

が
尊

重
さ

れ
て

い
る

社
会

に
な

っ
て

い
る

と
感

じ
る

県
民

の
割

合
3
8
.6

%
3
9
.7

%
3
9
.5

%
4
2
.8

%
み

え
県

民
意

識
調

査
（
令

和
４
年

度
は

三
重

県
IT

広
聴

事
業

e
-
モ

ニ
タ

ー
調

査
）

人
権

施
策

を
推

進
す

る
た

め
の

基
本

計
画

を
策

定
し

た
市

町
の

割
合

7
5
.9

%
7
5
.9

%
7
5
.9

%
7
5
.9

%
環

境
生

活
部

人
権

課
調

べ

「
人

権
教

育
推

進
協

議
会

」
が

、
保

護
者

や
地

域
住

民
を

対
象

に
人

権
意

識
を

高
め

る
活

動
に

取
り
組

ん
で

い
る

割
合

9
3
.6

%
8
2
.7

%
9
0
.4

%
9
6
.8

%
教

育
委

員
会

事
務

局
人

権
教

育
課

調
べ

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

活
用

し
た

「
ネ

ッ
ト
D
E
研

修
」
に

お
け

る
男

女
共

同
参

画
に

関
す

る
研

修
へ

の
教

員
参

加
者

数
（
R
2
.3

.3
1
）

1
7
6
人

（
R
3
.3

.3
1
）

6
4
人

（
R
4
.3

.3
1
）

2
4
人

（
R
5
.3

.3
1
）

3
1
人

教
育

委
員

会
事

務
局

研
修

推
進

課
調

べ

【
基

本
方

向
】

Ⅲ
　

誰
も

が
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
環

境
の

実
現

【
基

本
施

策
】

Ⅲ
－

Ⅰ
　

多
様

な
主

体
の

参
画

・
活

躍
に

向
け

た
支

援
と

環
境

の
整

備

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

相
談

支
援

事
業

に
お

け
る

支
援

件
数

（
障

が
い

者
の

相
談

支
援

）
4
3
,5

6
5
人

3
8
,3

6
2
人

4
4
,2

1
6
人

4
5
,8

6
4
人

子
ど

も
・
福

祉
部

障
が

い
福

祉
課

調
べ

一
般

就
労

へ
移

行
し

た
障

が
い

者
数

3
6
5
人

3
5
0
人

3
9
6
人

3
3
9
人

子
ど

も
・
福

祉
部

障
が

い
福

祉
課

調
べ

就
労

的
活

動
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
配

置
市

町
数

0
市

町
0
市

町
2
市

町
2
市

町
医

療
保

健
部

長
寿

介
護

課
調

べ
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項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

消
費

生
活

講
座

等
参

加
者

数
1
2
,7

3
0
人

5
,6

7
6
人

4
,5

5
4
人

3
,9

7
2
人

環
境

生
活

部
く
ら

し
・
交

通
安

全
課

調
べ

ひ
と

り
親

世
帯

数
（
平

成
2
7
年

）
1
1
,5

4
4
世

帯
（
母

子
1
0
,1

9
5
、
父

子
1
,3

4
9
）

（
令

和
２
年

）
9
,6

4
8
世

帯
（
母

子
8
,5

1
0
、

父
子

1
,1

3
8
）

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

母
子

・
父

子
自

立
支

援
員

相
談

件
数

7
,3

1
7
件

7
,2

7
2
件

6
,4

7
9
件

7
,2

1
6
件

子
ど

も
・
福

祉
部

子
ど

も
福

祉
・
虐

待
対

策
課

調
べ

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

件
数

3
1
0
件

2
6
5
件

2
4
1
件

1
9
0
件

子
ど

も
・
福

祉
部

子
ど

も
福

祉
・
虐

待
対

策
課

調
べ

就
労

支
援

を
行

う
生

活
困

窮
者

の
人

数
3
8
0
人

6
7
2
人

5
9
3
人

3
5
6
人

子
ど

も
・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

さ
ま

ざ
ま

な
主

体
の

連
携

に
よ

る
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
デ

ザ
イ

ン
の

取
組

実
施

数
2
1
1
件

9
1
件

1
1
3
件

1
7
6
件

子
ど

も
・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

商
業

施
設

等
で

バ
リ
ア

フ
リ
ー

化
さ

れ
た

施
設

数
（
累

計
）

3
,2

0
6
施

設
3
,2

9
1
施

設
3
,3

8
2
施

設
3
,4

6
6
施

設
子

ど
も

・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

「
お

も
い

や
り
駐

車
場

」
の

登
録

施
設

数
2
,1

6
9
施

設
2
,1

8
0
施

設
2
,1

8
6
施

設
2
,2

2
2
施

設
子

ど
も

・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

性
の

多
様

性
に

関
す

る
相

談
件

数
4
9
件

1
8
件

8
1
件

1
0
6
件

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ

性
の

多
様

性
に

関
す

る
言

葉
の

認
知

度

L
G
B
T
：
4
9
.5

%
性

的
指

向
：
2
3
.5

%
性

自
認

：
1
3
.7

%
S
O
G
I：

3
.9

%

ー
ー

ー
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

制
度

の
交

付
件

数
－

ー
3
0
件

4
9
件

環
境

生
活

部
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

社
会

推
進

課
調

べ

女
性

消
防

団
員

数
4
8
7
人

4
8
4
人

5
2
2
人

5
1
6
人

防
災

対
策

部
消

防
・
保

安
課

調
べ

【
基

本
施

策
】

Ⅲ
－

Ⅱ
　

家
庭

・
地

域
に

お
け

る
活

動
の

推
進

と
健

康
の

支
援

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

登
録

を
し

て
い

る
県

民
の

割
合

3
.5

%
3
.5

%
3
.5

%
3
.4

%
子

ど
も

・
福

祉
部

地
域

福
祉

課
調

べ

「
男

女
共

同
参

画
」
を

掲
げ

て
い

る
Ｎ

Ｐ
Ｏ

（
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
・
市

民
活

動
団

体
等

）
の

数
1
3
4
団

体
1
4
2
団

体
1
4
2
団

体
1
3
5
団

体
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

自
殺

者
数

2
7
6
人

　
2
6
9
人

2
7
0
人

公
表

前
厚

生
労

働
省

 「
人

口
動

態
統

計
」

自
殺

対
策

に
係

る
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

組
織

を
設

置
し

て
い

る
地

域
数

9
地

域
9
地

域
9
地

域
9
地

域
医

療
保

健
部

健
康

推
進

課
調

べ
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項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

乳
児

死
亡

率
（
出

生
千

対
）

1
.4

人
2
.4

人
1
.6

人
公

表
前

厚
生

労
働

省
 「

人
口

動
態

統
計

」
※

現
状

値
（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

周
産

期
死

亡
率

（
出

産
千

対
）

2
.0

2
.9

2
.8

人
公

表
前

厚
生

労
働

省
 「

人
口

動
態

統
計

」
※

現
状

値
（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

人
工

妊
娠

中
絶

件
数

（
平

成
3
0
年

度
）

1
,8

7
9
件

（
う
ち

2
0
歳

未
満

1
8
8

件
）

（
令

和
元

年
度

）
1
,8

2
0
件

（
う
ち

2
0
歳

未
満

1
6
6

件
）

（
令

和
２
年

度
）

1
,6

5
8
件

（
う
ち

2
0
歳

未
満

1
1
3

件
）

（
令

和
３
年

度
）

1
,3

6
1
件

（
う
ち

2
0
歳

未
満

1
0
6

件
）

厚
生

労
働

省
「
衛

生
行

政
報

告
例

」

【
基

本
施

策
】

Ⅲ
－

Ⅲ
　

男
女

共
同

参
画

を
阻

害
す

る
暴

力
等

に
対

す
る

取
組

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

Ｄ
Ｖ

相
談

件
数

　
女

性
相

談
所

等
9
6
4
件

1
,3

3
7
件

9
8
2
件

9
9
2
件

子
ど

も
・
福

祉
部

女
性

相
談

所
調

べ

　
　
　

　
　

　
　

　
　

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

3
8
6
件

5
6
0
件

5
1
1
件

4
6
0
件

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ

　
　
　

　
　

　
　

　
　

警
察

本
部

6
5
3
件

6
8
9
件

7
5
1
件

7
5
1
件

警
察

本
部

調
べ

Ｄ
Ｖ

被
害

者
保

護
実

施
件

数
4
9
件

4
6
件

3
3
件

2
5
人

子
ど

も
・
福

祉
部

女
性

相
談

所
調

べ

ス
ト
ー

カ
ー

事
案

の
把

握
数

2
1
2
件

2
2
6
件

2
8
8
件

2
5
3
件

警
察

本
部

調
べ

犯
罪

被
害

に
係

る
診

断
書

料
等

の
公

費
支

出
件

数
3
8
件

3
3
件

4
6
件

5
0
件

警
察

本
部

調
べ

警
察

学
校

等
に

お
け

る
被

害
者

支
援

に
関

す
る

職
員

教
養

受
講

者
数

2
1
3
人

1
9
2
人

2
4
5
人

2
7
2
人

警
察

本
部

調
べ

計
画

の
推

進

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

男
性

職
員

の
育

児
休

業
取

得
者

数
（
部

分
休

業
を

含
む

・
知

事
部

局
）

2
8
人

（
育

休
2
6
、
部

休
2
）

5
5
人

（
育

休
4
1
、
部

休
1
4
）

6
6
人

（
育

休
5
8
、
部

休
8
）

4
6
人

（
育

休
3
9
、
部

休
7
）

総
務

部
人

事
課

調
べ

※
令

和
2
年

度
以

降
は

算
出

方
法

を
変

更

男
性

職
員

の
育

児
休

業
取

得
者

数
（
部

分
休

業
を

含
む

・
教

育
委

員
会

事
務

局
お

よ
び

県
立

学
校

）
8
人

8
人

1
8
人

3
0
人

教
育

委
員

会
事

務
局

教
職

員
課

調
べ

男
女

共
同

参
画

都
市

宣
言

実
施

市
町

数
7

7
7

7
環

境
生

活
部

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
社

会
推

進
課

調
べ

県
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
「
フ

レ
ン

テ
み

え
」
に

お
け

る
相

談
件

数
2
,2

6
2
件

2
,7

5
4
件

2
,7

1
5
件

2
6
4
6
件

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

調
べ
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そ
の

他

項
目

令
和

元
年

（
度

）
令

和
2
年

（
度

）
令

和
3
年

（
度

）
令

和
4
年

（
度

）
資

料
出

所

年
齢

３
区

分
別

人
口

　
0
～

1
5
歳

未
満

（
平

成
2
7
年

）
2
3
3
.5

千
人

（
1
3
.0

%
）

（
令

和
２
年

）
2
1
1
.1

千
人

（
1
2
.2

%
）

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

※
分

母
の

総
人

口
か

ら
年

齢
不

詳
を

除
い

て
算

出

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

1
5
歳

～
6
4
歳

（
平

成
2
7
年

）
1
,0

6
1
.5

千
人

（
5
9
.1

%
）

（
令

和
２
年

）
9
9
7
.1

千
人

（
5
7
.6

%
）

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

※
分

母
の

総
人

口
か

ら
年

齢
不

詳
を

除
い

て
算

出

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

6
5
歳

以
上

（
平

成
2
7
年

）
5
0
1
千

人
（
2
7
.9

%
）

（
令

和
２
年

）
5
2
2
.1

千
人

（
3
0
.2

%
）

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

※
分

母
の

総
人

口
か

ら
年

齢
不

詳
を

除
い

て
算

出

出
生

数
1
1
,6

9
0
人

1
1
,1

4
1
人

1
0
,9

8
0
人

公
表

前
厚

生
労

働
省

 「
人

口
動

態
統

計
」

※
現

状
値

（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

合
計

特
殊

出
生

率
1
.4

7
1
.4

2
1
.4

3
公

表
前

厚
生

労
働

省
 「

人
口

動
態

統
計

」
※

現
状

値
（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

１
世

帯
当

た
り
の

人
数

（
平

成
2
7
年

）
2
.4

7
人

（
令

和
２
年

）
2
.3

3
人

ー
ー

総
務

省
「
国

勢
調

査
」

婚
姻

件
数

（
人

口
千

対
）

7
,7

4
3
件

（
4
.5

件
）

6
，
8
5
5
件

(4
.0

件
)

6
，
4
7
4
件

(3
.8

件
)

公
表

前
厚

生
労

働
省

 「
人

口
動

態
統

計
」

※
現

状
値

（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

離
婚

件
数

（
人

口
千

対
）

2
,8

6
4
件

（
1
.6

5
件

）
2
，
7
5
9
件

（
1
.6

1
件

）
2
，
5
0
8
件

（
1
.4

7
件

）
公

表
前

厚
生

労
働

省
 「

人
口

動
態

統
計

」
※

現
状

値
（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

平
均

初
婚

年
齢

夫
3
0
.6

歳
妻

2
8
.9

歳
夫

3
0
.6

歳
妻

2
9
.0

歳
夫

3
0
.6

歳
妻

2
8
.9

歳
公

表
前

厚
生

労
働

省
 「

人
口

動
態

統
計

」
※

現
状

値
（
令

和
元

年
度

）
は

概
数

未
婚

率
　

2
5
～

2
9
歳

（
平

成
2
7
年

）
男

6
9
.3

%
、

女
5
6
.1

%
（
令

和
２
年

）
男

6
9
.0

%
、

女
5
7
.9

%
ー

ー
総

務
省

「
国

勢
調

査
」

　
　
　

　
　

3
0
～

3
4
歳

（
平

成
2
7
年

）
男

4
4
.4

%
、

女
3
0
.3

%
（
令

和
２
年

）
男

4
5
.1

%
、

女
3
0
.5

%
ー

ー
総

務
省

「
国

勢
調

査
」

　
　
　

　
　

3
5
～

3
9
歳

（
平

成
2
7
年

）
男

3
2
.6

%
、

女
2
0
.2

%
（
令

和
２
年

）
男

3
2
.7

%
、

女
2
0
.4

%
ー

ー
総

務
省

「
国

勢
調

査
」

高
校

進
学

率
男

9
4
.2

%
、

女
9
5
.6

%
男

9
3
.7

%
、

女
9
5
.3

%
男

9
3
.9

%
、

女
9
4
.4

%
男

9
3
.3

%
、

女
9
3
.4

%
文

部
科

学
省

「
学

校
基

本
調

査
」

短
大

進
学

率
男

0
.8

%
、

女
8
.9

%
男

0
.9

%
、

女
8
.7

%
男

1
.3

%
、

女
9
.2

%
男

1
.1

%
、

女
7
.9

%
文

部
科

学
省

「
学

校
基

本
調

査
」

大
学

進
学

率
男

4
5
.8

%
、

女
4
2
.8

%
男

4
7
.5

%
、

女
4
4
.2

%
男

4
9
.0

%
、

女
4
4
.6

%
男

4
9
.8

%
、

女
4
7
.3

%
文

部
科

学
省

「
学

校
基

本
調

査
」
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３ 県政レポート 

施策 12-２ ダイバーシティと女性活躍の推進 

（主担当部局：環境生活部） 

 

めざす姿の実現に向けた総合評価 

総合評価 評価の理由 

B 

女性活躍に向けた職場環境づくりに取り組む県内企業が増加するとともに、「三

重県パートナーシップ宣誓制度」のサービス利用先が広がるなど、さまざまな主体に

よる女性活躍や性の多様性を認め合う取組が進んでいます。 

また、コロナ禍で不安を抱える女性への相談体制を強化するとともに、性暴力の

根絶に向けた取組や学校と連携するなど被害者支援に向けた取組を進めました。

一方で「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の認知度向上等に向けた取組が

目標に達していないことから、誰にも相談できず悩み苦しんでいる被害者を「より

こ」の相談支援につなげられるよう一層注力していく必要があります。 

〔 Ａ 順調    Ｂ おおむね順調    Ｃ やや遅れている    Ｄ 遅れている 〕 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和４年度の主な取組 

① 男女共同参画の推進 

・コロナ禍で不安等を抱える女性の相談支援につなげるため、県男女共同参画センター「フレンテみ

え」における女性相談の体制強化やサポート講座の開催、生理用品の配布などを実施しました（女性

のための総合相談：相談員１名増、心理相談月２回開設）。 

・県民の皆さんの男女共同参画意識の向上を図るため、「フレンテみえ」において、男女共同参画フォ

ーラムをはじめ各種講演会や講座を開催しました（主な講演会 令和４年４月：３７９名参加、令和５

年３月：７６６名参加）。  

② 職業生活における女性活躍の推進 

・女性が活躍できる環境整備に向けて、県内企業・団体等で構成する「女性の大活躍推進三重県会

議」等と連携し、企業の取組促進を図りました（令和５年３月末 会員数５７６団体）。 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画について、専門アドバイザーを派遣し、常時雇用労働

者数１００人以下の県内企業に対し、一般事業主行動計画策定を支援しました（支援数７社）。 

・女性のキャリアとライフの両立をテーマに、職場環境の改善を検討・提案するグループワーク（「みえ

働くサスティナラボ」）とその成果発表会を実施しました（グループワーク参加企業 １７社２６名、成果

発表会 １２１名参加）。 

③ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

・「よりこ」において、ＳＮＳや電話相談、病院への付添支援、心理的カウンセリングなど、被害者に寄り

添った支援を関係機関と連携しながらワンストップで実施しました。令和４年度の相談件数は、過去

最多の６５８件（前年度比＋２１件）となりました。 

施策の目標 

（めざす姿） 

あらゆる分野における男女格差の是正や女性の参画・活躍の拡大、性の多様性を認め合う環境

づくりなどに向けて、企業等さまざまな主体による取組が進んでいます。また、ＤＶ＊や性暴力の根

絶に向けた取組や被害者支援等が進んでいます。 
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・「よりこ」の認知度向上および性犯罪・性暴力被害者支援の輪を広げ、予防教育やその根絶に向け

た取組について説明する出前講座を実施しました（令和４年度 ２６８名受講）。 

・性被害を受け孤立している子どもを早期に発見し、学校と「よりこ」をはじめとする関係機関が双方

から適切に支援できる体制を整えるため、「学校における児童生徒間の性暴力対応支援ハンドブッ

ク」を作成し、県内全ての教職員約１万５，５００人（６０３校）へ配付しました。 

・女性相談員の対応力強化のため、一時保護の初期対応手順など実践的な研修（年３回）を行いまし

た。 

・ＤＶと児童虐待は密接に関連していることから、一時保護されたＤＶ被害者と同伴する子どもへの支

援を充実させるため、関係機関との連絡調整などを行う同伴児連絡調整員を女性相談所に１名配置

し、児童相談所との連携を強化しました。 

④ ダイバーシティ・性の多様性を認め合う環境づくり 

・ダイバーシティに関する理解・行動の促進のため、県民等を対象としたワークショップを開催するとと

もに、行動のヒント集を作成し、ホームページで発信しました（ワークショップ４回延べ１１０名参加）。 

・性の多様性への理解や環境づくりが進むよう、県民向けに映画＆トークショー形式の啓発イベント

の開催や、企業を対象とした研修会を実施するとともに、性の多様性に関する悩み等への電話・

SNS相談（「みえにじいろ相談」）、当事者等の交流会を実施しました。 

 （啓発イベント １３７名参加） 

 （企業向け研修２回 １２月（雇用経済部と共催） ７０名参加、令和５年２月 ３２名参加） 

・パートナーシップ宣誓制度の利便性の向上を図るため、市町・民間企業と連携し、利用できるサービ

スの拡充を図るとともに、令和５年１月に茨城県との間で、宣誓者の転居時の手続きを簡素化する連

携協定を結びました。 

 

 

２．KPI（重要業績評価指標）の達成状況と評価 

KPIの項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
４年度の 
評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

女性活躍の推進のため人材育成・登用や職場環境整備に取り組む、常時

雇用労働者数 100人以下の団体数 
② 

－ 401団体 
97.5％ 

426団体 501団体 
ｂ 

376団体 391団体 － － 

「～性犯罪・性暴力をなくそう～ よりこ出前講座」の受講者数（累計） ③ 

－ 2,100人 
62.2％ 

2,600人 4,100人 
ｄ 

1,669人 1,937人 － － 

「三重県パートナーシップ宣誓制度」の利用先として県ホームページに掲

載している団体数（累計） 
④ 

－ 110団体 
130％ 

120団体 150団体 
ａ 

100団体 113団体 － － 
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３．今後の課題と対応 

基本事業名 
・令和５年度以降に残された課題と対応 

① 男女共同参画の推進 

・「フレンテみえ」の女性相談件数は、コロナ禍の影響により令和２年度以降高止まりしていることか

ら、引き続き、女性のための総合相談やサポート講座を実施し、さまざまな不安や悩みを持つ女性の

心の負担の軽減に取り組みます。 

・男女共同参画社会の実現に向けて、政策・方針決定過程への女性の参画促進や、性別による固定

的な役割分担意識にとらわれない多様な生き方が浸透するよう、講演会の開催などをとおして一層

の普及啓発に取り組みます。 

② 職業生活における女性活躍の推進 

・職業生活においてリーダー層の女性割合は未だ低く、女性が希望に応じた働き方ができるよう、意

識改革や女性の人材育成・登用などに向けた職場の環境整備を図ることが必要です。引き続き、「女

性の大活躍推進三重県会議」への加入促進や、県内企業の多くを占めている常時雇用労働者数１０

０人以下の企業に対する一般事業主行動計画の策定支援、グループワーク等を通じた企業の取組

支援を行います。 

③ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

・増加する相談件数、多様化する被害者ニーズに的確に対応しつつ、誰にも相談できず悩み苦しんで

いる被害者を「よりこ」の支援につなげていく必要があります。このため、相談時間の延長（令和 5年

4 月から 1 時間）やＳＮＳ相談の継続、連携協力病院の拡充等、相談体制の強化とともに、予防の観

点も取り入れ、ＳＮＳ等を活用したターゲットを絞った広報啓発、教職員等の性暴力被害対応力の向

上に取り組みます。 

・「よりこ」の認知度向上および性犯罪・性暴力被害者支援の輪を広げるため、「よりこ」の出前講座に

ついて、警察等と連携し、より幅広い周知・啓発による受講者数の増加に取り組みます。 

・ＤＶ被害者に対して適切な相談対応や支援を行うため、相談員の対応スキル向上を目的とした外部

アドバイザーによる事例検討や研修を実施します。また、心理的ケアが必要なＤＶ相談者や一時保護

者への対応については、精神科医からの助言も受けながら相談支援の充実を図ります。 

・ＤＶが起こらない社会の構築に向けた周知・啓発を進めるため、インターネット広告を活用した啓発

や相談窓口の周知に取り組みます。 

・「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が制定されたことにともない、ＤＶ被害のほか、女

性をめぐるさまざまな課題の解消に向け、「困難な問題を抱える女性への支援に関する基本計画」を

策定します。 

④ ダイバーシティ・性の多様性を認め合う環境づくり 

・ダイバーシティに関する県民の皆さんの理解や行動が広がるよう、ワークショップの開催を通じた啓

発等の取組を進めます。 

・性の多様性を認め合う環境づくりを進めるため、啓発イベントや研修を開催し、県民・企業の理解促

進を図ります。また、電話・ＳＮＳ相談や交流会の実施など相談しやすい環境を整備するとともに、市

町・民間企業と連携し、パートナーシップ宣誓制度で利用できるサービスの拡充等に取り組みます。 

 

（参考）施策にかけたコスト  （単位：百万円） 
 令和４年度 5年度 

予算額等 192 218 

概算人件費 169 － 

（配置人員） （19人） － 
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４ 三重県男女共同参画審議会の開催状況 

 

回 開催年月日 内 容 

第１回審議会 

（全体会） 
令和４年７月 11日 

〇部会の設置等について 

〇三重県男女共同参画審議会が行う評価について 

〇関係部局へのヒアリングについて 

第１回第３部会 令和４年 10月 24日 
〇令和３年度男女共同参画施策の実施状況に関す

るヒアリングの実施 

第１回第２部会 令和４年 10月 31日 
〇令和３年度男女共同参画施策の実施状況に関す

るヒアリングの実施 

第１回第１部会 令和４年 11月 11日 
〇令和３年度男女共同参画施策の実施状況に関す

るヒアリングの実施 

第２回第３部会 令和４年 12月 13日 
〇男女共同参画施策の推進に係る中間評価（案）に

ついて 

第２回第２部会 令和４年 12月 16日 
〇男女共同参画施策の推進に係る中間評価（案）に

ついて 

第２回第１部会 令和４年 12月 19日 
〇男女共同参画施策の推進に係る中間評価（案）に

ついて 

部会長会議 令和５年１月 19日 
〇男女共同参画施策の推進に係る中間評価（案）に

ついて 

第２回審議会 

（全体会） 
令和５年２月 20日 

〇男女共同参画施策の推進に係る中間評価（案）に

ついて 

  

77



５  三重県男女共同参画審議会委員名簿 

〇委員（敬称略 五十音順） 

委員名 団体、役職等 

赤坂 知之 公募委員 

芦葉 甫 リベラ法律事務所 

伊藤 由幸 日本労働組合総連合会三重県連合会 副事務局長 

大瀧 あずさ 四日市市自治会連合会事務局 事務局長 

大西 晶 株式会社志摩地中海村 代表取締役 

大平 肇子 三重県立看護大学 教授 

小林 慶太郎 四日市大学 副学長 

小林 陽子 三重県農村女性アドバイザー 

佐野 智成 株式会社四日市事務機センター 代表取締役 

菅生 としこ 株式会社 AWESOME EYE 代表取締役 

西井 勢津子 株式会社地域資源バンク NIU 代表取締役 

羽山 哉美 鈴鹿市立鼓ヶ浦中学校 校長 

藤枝 律子 元 津市立三重短期大学法経科 教授 

三田 泰雅 四日市大学総合政策学部 教授 

山北 幸美 いなべ市福祉部人権福祉課 課長 

山口 颯一 一般社団法人 ELLY 代表理事 

山下 純生 医療法人里仁会介護老人保健施設ちゅうぶ 副施設長 

横山 仁史 日本放送協会津放送局 副局長 
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６ 県内の男女共同参画施策等に関する推進状況 

令和４年４月１日現在 

番
号 

市町名 担当課 

審議会等女性委員
登用状況（※１） 

管理職の登用状況 基本
条例 

基本
計画 

宣言
(※２) 

総数 女性 割合 総数 女性 割合 

1 津市 男女共同参画室 662 167 25.2  275  34  12.4  ○ ○ ○ 

2 四日市市 男女共同参画課 592 219 37.0  387  80  20.7  ○ ○ ○ 

3 伊勢市 環境生活部市民交流課 895 246 27.5  139  23  16.5  ○ ○ ○ 

4 松阪市 人権・多様性社会課 722 218 30.2  193  53  27.5  ○ ○ ○ 

5 桑名市 女性活躍・多文化共生推進室 476 161 33.8  157  39  24.8  ○ ○  

6 鈴鹿市 男女共同参画課 497 213 42.9  277  56  20.2  ○ ○ ○ 

7 名張市 人権・男女共同参画推進室 503 148 29.4  172  58  33.7  ○ ○ ○ 

8 尾鷲市 政策調整課 470 122 26.0  31  4  12.9  ○ ○  

9 亀山市 文化課 363 103 28.4  93  30  32.3  ○ ○  

10 鳥羽市 市民課 291 59 20.3  27  3  11.1  ○ ○  

11 熊野市 市長公室 161 38 23.6  27  3  11.1  ○ ○  

12 いなべ市 人権福祉課 168 38 22.6  61  15  24.6  ○ ○  

13 志摩市 人権市民協働課 449 163 36.3  74  13  17.6  ○ ○  

14 伊賀市 人権政策課 745 199 26.7  201  65  32.3  ○ ○ ○ 

15 木曽岬町 総務政策課 79 10 12.7  11  1  9.1   ○  

16 東員町 町民課 99 21 21.2  30  2  6.7  ○ ○  

17 菰野町 企画情報課 178 29 16.3  29  3  10.3   ○  

18 朝日町 広報・町史編さん課  117 23 19.7  20  2  10.0   ○  

19 川越町 企画情報課 188 45 23.9  21  5  23.8   ○  

20 多気町 健康福祉課 397 113 28.5  14  1  7.1  ○   

21 明和町 生活環境課（人権センター） 218 46 21.1  15  1  6.7   ○  

22 大台町 企画課 219 54 24.7  24  6  25.0   ○  

23 玉城町 総務政策課 111 37 33.3  21  7  33.3   ○  

24 度会町 総務課 117 25 21.4  16  5  31.3   ○  

25 大紀町 総務企画課 21 6 28.6  19  1  5.3   ○  

26 南伊勢町 環境生活課 203 55 27.1  28  8  28.6  ○ ○  

27 紀北町 総務課 331 59 17.8  22  2  9.1   ○  

28 御浜町 総務課 157 29 18.5  16  1  6.3   ○  

29 紀宝町 企画調整課 205 41 20.0  21  4  19.0   ○  

（※１）審議会等とは地方自治法第 202条の３に基づく審議会等（附属機関）をいう 

（※２）地方公共団体をあげて男女共同参画を推進することを目的として宣言を行っている市町  
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７ 県内外の主な動き 

令和５年９月現在 

年 国 三重県 

1999年 

(H11) 

・「男女共同参画社会基本法」公布・施行 

・「食料・農業・農村基本法」公布・施行 

・男女共同参画推進協議会から提言「２１世紀の三重県は

男女共同参画社会」 

2000年 

(H12) 

・「男女共同参画基本計画」策定 ・三重県男女共同参画推進懇話会から提言 

・「三重県男女共同参画推進条例」公布（H13.1.1施行） 

・「日本女性会議 2000津」開催 

2001年 

(H13) 

  

・内閣府に男女共同参画会議、男女共同参画局設置 

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律（配偶者暴力防止法）」公布、施行 

・第１回男女共同参画週間 

・「仕事と子育ての両立支援策の方針について」決定 

・「育児・介護休業法」改正 

・三重県男女共同参画審議会設置 

・三重県女性センターを三重県男女共同参画センターに改

称 

2002年 

(H14) 

・アフガニスタンの女性支援に関する懇談会開催 ・「三重県男女共同参画基本計画」策定 

・「三重県男女共同参画基本計画第一次実施計画」策定 

2003年 

(H15) 

・「女性のチャレンジ支援策の推進について」決定 

・第４回・第５回女子差別撤廃条約実施状況報告審議 

・「次世代育成支援対策推進法」公布、施行 

・男女共同参画社会の将来像検討会開催 

・男女共同参画審議会から県事業に対する評価提言（初回） 

・男女共同参画年次報告作成（初年） 

2004年 

(H16) 

・男女共同参画推進本部「女性国家公務員の採用・登用

の拡大等について」決定 

・「配偶者暴力防止法」改正、「配偶者暴力防止法に基

づく基本方針」策定 

・「育児・介護休業法」改正 

  

2005年 

(H17) 

・「男女共同参画基本計画（第２次）」策定 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」策定 

・「三重県男女共同参画基本計画第二次実施計画」策定 

2006年 

(H18) 

・「男女雇用機会均等法」改正 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」改定 

・「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」策定 

2007年 

(H19) 

・「配偶者暴力防止法」改正 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲

章」「仕事と生活の調和推進のための行動指針」策定 

・「三重県男女共同参画基本計画（改訂版）」策定 

・みえチャレンジプラザ開設 

・「三重県男女共同参画基本計画第三次実施計画」策定 

2008年 

(H20)  

・「女性の参画加速プログラム」決定   

2009年 

(H21)  

・第６回女子差別撤廃条約実施状況報告審議 

・「育児・介護休業法」改正 

・「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」第２

次改定 

2010年 

(H22) 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲

章」「仕事と生活の調和推進のための行動指針」改定 

・「第３次男女共同参画基本計画」策定 

  

2011年 

(H23) 

 
・「第２次三重県男女共同参画基本計画」策定（３月） 

・「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」第３

次改定（３月） 

2012年 

(H24) 

・「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画～働く

「なでしこ」大作戦～策定 

・「第２次三重県男女共同参画基本計画第一期実施計画」

策定（３月） 

2013年 

(H25) 

・「日本再興戦略 –JAPAN is BACK-」策定 

・「配偶者暴力防止法」改正、「配偶者暴力防止法に基

づく基本方針」改定 

・「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」

策定 

・三重県男女共同参画審議会から知事への提言（10月） 
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年 国 三重県 

2014年 

(H26) 

・輝く女性応援会議開催 

・「次世代育成支援対策推進法」改正 

・「『日本再興戦略』改訂 2014-未来への挑戦-」策定 

・すべての女性が輝く社会づくり本部設置（内閣官房） 

・女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム「WAW! 

Tokyo 2014」開催（第１回目） 

・「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」第４

次改定（３月） 

・輝く女性応援会議 in三重開催（８月） 

・女性の大活躍推進三重県会議設立（９月） 

2015年 

(H27) 

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

公布、施行（H28完全施行） 

・「女性活躍加速のための重点方針 2015」決定 

・「第４次男女共同参画基本計画」策定 

・女性の大活躍推進三重県会議１周年記念大会開催（11

月） 

2016年 

(H28) 

・「育児・介護休業法」改正 

・「女性活躍加速のための重点方針 2016」決定 

・三重県男女共同参画審議会から知事への提言（２月） 

・「第２次三重県男女共同参画基本計画第二期実施計画」

策定（３月） 

・「女性活躍推進のための三重県特定事業主行動計画（前

期計画）」策定（３月） 

・WIT2016開催（９月） 

2017年 

(H29) 

・「女性活躍加速のための重点方針 2017」決定 

・「育児・介護休業法」改正 

・「第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）」策定

（３月） 

・「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」第５

次改定（３月） 

・「第２次三重県男女共同参画基本計画第二期実施計画（改

訂版）」策定（６月） 

・みえの輝く女子フォーラム 2017開催（初年）（９月） 

・「ダイバーシティみえ推進方針 ～ともに輝く(きらり)、

多様な社会へ～」策定（12月） 

2018年 

(H30) 

・「政治分野における男女共同参画の推進に関する法

律」公布、施行 

・「女性活躍加速のための重点方針 2018」決定 

・ダイバーシティみえトークイベント開催（５月） 

・「HeForShe」賛同セレモニー開催（10月） 

2019年 

(H31) 

(R１) 

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

改正 

・「女性活躍加速のための重点方針 2019」決定 

・「配偶者暴力防止法」改正 

・「多様な性のあり方を知り、行動するための職員ガイド

ライン」作成（２月） 

・「三重県犯罪被害者等支援条例」施行（４月） 

・みえの女性リーダー育成講座「みえたま塾」開講（10月） 

・「三重県犯罪被害者等支援推進計画」策定（12月） 

2020年 

(R２) 

・「女性活躍加速のための重点方針 2020」決定 

・「第５次男女共同参画基本計画」策定 

・チェンジ・デザイン・アワード 2020開催（１月） 

・三重県男女共同参画審議会から知事への提言（２月） 

・「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」第６

次改定（３月） 

2021年 

(R３) 

・「政治分野における男女共同参画の推進に関する法

律」改正 

・「女性活躍加速のための重点方針 2021」決定 

・「育児・介護休業法」改正 

・「第３次三重県男女共同参画基本計画」「第３次三重県

男女共同参画基本計画第一期実施計画」策定（３月） 

・「女性活躍推進のための三重県特定事業主行動計画（後

期計画）」策定（３月） 

・「性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重

県づくり条例」施行（４月） 

・「三重県パートナーシップ宣誓制度」開始（９月） 

2022年 

(R４) 

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

省令等改正 

・「女性活躍加速のための重点方針 2022」決定 

・「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」成

立（令和６年施行） 

・企業向けガイドブック「性の多様性を認め合い、誰もが

働きやすい職場づくりのために」作成（３月） 

・「差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例」

施行（５月） 

・「みえ働くサスティナラボ」開催（10～12月） 

2023年 

(R５) 

・「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023」決定 

・「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関する国民の理解の増進に関する法律」公布、施

行 

・「パートナーシップ宣誓制度」に関する連携協定を茨城

県と締結（１月） 

・「みえ働くサスティナラボ」開催（９～11月） 
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